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【論文要旨】
　本稿は，フランス民法典Code　Civilにおいて規定されている無償契約の債務者のための責任制
限規定に関わる判例法理および学説の検討を目的とする。無償契約において，一定の責任や注意義
務を減免する趣旨の規定は各国法において見受けられる。ただし，無償契約という契約類型につい
て，その債務者の責任に配慮する趣旨の規定を置くということは共通しているものの，どの契約類
型においてどのような態様で責任や注意義務の減免を認めるのかについては差異がみられる。そこ
で，本稿では，無償契約規定にみられる責任制限規定の比較法的検討の一つとして，フランス法に
おける無償契約の責任制限法理に関わる判例法理および学説を検討することを試みたい。フランス
法では，使用貸借・消費貸借，寄託，委任において債務者の責任や注意義務を制限する趣旨の規定
が見受けられる。特に，委任契約において委任が無償で行われる場合には有償の場合に比してフ
ォートの判断を厳格でなく適用するとする趣旨の規定に注目できる（C．C．1992条2項）。これは，
日本法やドイツ法にはない特徴である。
【キーワード】無償契約，責任制限，暇疵担保責任の制限，フォートの評価，注意義務の軽減
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1　はじめに
一　問題の所在
　民法典では，本来責任を負うべき債務者に対して一定の要件のもとでその責任を免れさせ，ある
いは一定限度までその責任を制限させるような規定が見受けられる。たとえば，415条における免
責事由・非帰責事由はその代表例であろう。また，弁済の提供（492条）なども債務者の責任を免
れさせる趣旨の規定であると理解できる。そして，以上のような条文による責任の制限のみなら
ず，当事者が合意によってあらかじめ契約上一定の責任を減免することもできる。このようないわ
ゆる免責特約といった合意も，契約自由の原則のもと承認されている。
　しかし，このような責任制限が許される理由はどこにあるのだろうか。自らの行為によって相手
方に何らかの損失をもたらした以上は，その責任を負うべきは当然である。こうした疑問は合意に
よる責任制限にも当てはまる。すなわち，現行民法は私的自治の原則≒契約自由の原則をその一つ
の基礎としているため，当事者は法律規定に拘束されず，原則として自由に契約を創出することが
でき，その内容効果を決定できる。このことから，当然に当事者がいかなる場合にどれだけの責任
を負うのかについても法律規定と異なった内容を定めることが可能である。もちろん，これは無制
限のことではない。たとえば，責任を一切負わないとする特約や故意のために生じた損害のために
も責任を負わないとする特約については，これを無効であるとする法理が確立している。それで
は，それ以外の責任の制限であれば，どのような種類の損害に対しても，どのような当事者間であ
っても特約の効力は有効とされるのであろうか。この問題は，不当条項規制の問題にも深くかかわ
ってくる問題でもあり，消費老保護という観点からも問題となる。
　以上のように，民法典における責任制限規定・当事者による責任制限特約に対して疑問を呈する
ことができるが，こうした民法典における責任制限に関わる問題を総合的に検討していくことが本
研究の目的である。もちろん，条文上責任の制限が定められている場面は様々であり，一定の共通
した法理としての責任制限を導き出すということは困難であるかもしれないが，各場面を分析する
ことによって，責任制限をその根拠・目的・対象・範囲などに従って類型化し整理することは可能
であると思われる。
　ただ，責任制限が問題となる場面は民法上非常に広範にみられるため，手法としては一定の場面
に絞って順次検討を進めていくことが合理的と思われる。そこでこれまで，無償契約という場面を
中心に責任制限規定の検討を進めてきた。日本民法典においては，たとえば551条1項において，
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贈与者は，目的物に権利の不存在・物の鍛疵という欠陥があった場合でも原則として責任を負わな
いとする。また，659条においては，無償寄託の場合，受寄老は事故の物に対するのと同一の注意
を用いればよいと規定する。このように，無償契約においては有償契約の場合と比べ，債務者の責
任や注意義務が減免されていることがわかる。
　他方で，これが無償契約の一般法理ではないということも条文から明らかになる。たとえば，同
じように無償を原則とする契約である委任契約では，契約が有償であるか無償であるかに応じて受
任者の負う注意義務を区別するような規定はない（644条参照）。このことは寄託契約の規定とは
対照的である。また，責任制限の射程についても，贈与契約やその規定を準用する使用貸借契約
（596条）では，目的物の欠陥のための責任は負わないとしながらも，履行の遅滞や不能について
は言及されないままであり，これらの場合，無償契約の債務者と錐も売主や賃貸人と同一の責任を
負うことになる。
　また，このように無償契約の債務者についてその責任に何らかの形で配慮する趣旨の規定を設け
るという立法的措置は，諸外国法，とくに独仏法においても見受けられるところである。しかし，
日独仏それぞれの規定態様は各々共通する部分と相異なる部分とが存在する。たとえば，ドイッ民
法典（以下BGB）においては贈与者および使用貸借の貸主の責任を故意または重大な過失がある
場合に限定するという規定があり（BGB521条・599条），他方，フラソス民法典（以下C，C，）で
は無償受任者のフォートの判断を厳格でなくするという規定がある（C．C．1992条2項）。このよう
に，無償契約の債務者について，その責任を制限するといった考え方自体は各国で共通しているも
のの，その表れ方が異なるのはなぜかということも問題となる。
　こうした問題意識の下，これまで主に，日独贈与法および使用貸借法の比較法的検討ω，ドイッ
法における無償契約の責任制限法理についての史的変遷過程をたどる検討を試みてきた（2）。ローマ
法においては，利益原理と呼ばれる法理が存在し，無償契約の債務者は契約から利益を得ない者と
して責任を制限するという措置を受けていた。また，こうした法理はドイツ普通法時代の諸立法や
学説においても見受けられる。すなわち，ローマ法においてそうであったたように，その契約が債
務者にとっても利益をもたらすかどうかという客観的基準によって，債務者の負うべき義務や責任
が判断されていた。このように無償契約という債務者が対価や利益を受けない契約類型において債
務者の責任を制限するという立法的措置は，現行BGBにおいても見受けられる。しかし，そこで
はかつて見られていた利益原理に基づく考え方は契約法各則において分解再構築され，債務者が利
ω拙稿「民法における責任制限法理の一考察一ドイッ法における無償行為者の責任制限法理の検討を中心に一
　（上）・（下）」法学研究論集33号・34号（2010・2011）205頁以下，335頁以下参照。
（2）拙稿「無償契約における責任制限法理の歴史的展開に関する一考察一ローマ契約法における責任制限法理と
　しての利益原理を中心に一」法学研究論集35号（2011）263頁以下，同「無償契約における責任制限法理の
　歴史的展開に関する一考察一ドイッ普通法時代における立法例および学説を中心に　」法学研究論集36号
　（2012）169頁以下，同「ドイッ民法典編纂過程における無償契約のための責任制限規定の変遷一無償契約に
　おける責任制限法理の歴史的展開に関する一考察一」法学研究論集37号（2012）297頁以下参照。
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益を得るか否かという客観的外形的基準よりもむしろ，無償で行為する債務者の好意を尊重し，責
任を制限するという考え方への変遷を読み取ることができた。
　他方で，フランス法はどうであろうか。フラソス法においても，日独法と同じように無償契約に
おいて責任制限を趣旨とする規定が置かれていることがわかる。しかも，フラソス法においては，
使用貸借（消費貸借），寄託のみならず，日独法とは異なって委任契約に関しても無償委任につい
て受任者の責任を制限する主旨の規定を置いている。また，贈与に関しては贈与者の責任に関する
規定は置かれていないものの（3），先行研究によれば，贈与においても贈与者の責任（担保責任）を
制限する法理が存在するとされる（4）。フランス法においても同様に無償契約における債務者のため
の責任制限規定が存在する以上，これに関する判例法理および学説の展開を整理検討することは，
日本法への有益な示唆となることは疑いない。
　そこで，本稿ではフランス法無償契約における責任制限規定に注目し，判例や学説によって同規
定がどのように解釈され運用されているのかを検討することで，日本法への示唆としたい。
二　本稿の射程
　以上のように，本稿はフランス契約法における無償契約の債務者のための責任制限規定を扱う。
フランス契約法上，債務者のための責任・注意義務の制限規定が設けられている契約類型は，使用
貸借，消費貸借（5），寄託，委任である（6）。そのため本稿では，以下，使用貸借，寄託，委任におけ
る責任制限規定に関わる判例法理および学説を紹介したのち（1，皿，1＞），総括の上，日本法へ
の示唆として若干の検討を試みることとする（V）。
皿　使用貸借pret　a　usage
　C．C．1891条には，使用貸借の貸主は，目的物に隠れた暇疵がある場合，それを知りながら借主
に告知しない場合でなければ璃疵から生ずる損害のために責任を負わないとする（7）。ここで問題と
（3）フランス民法典（以下C．C．）931条以下が生存者間贈与に関する規定となっているが，贈与者の義務等に関
　する規定は置かれていないようである。
（4）比較法学会編『贈与の研究』（有斐閣，1958）141頁以下，160－162頁（鈴木ハツヨ執筆）。
（5）なお，消費貸借に関しては，1898条において使用貸借の規定を準用するという形で責任制限を定めているた
　め，本稿では原則として使用貸借のみを扱うことにする。
（6）ただし，本稿では紙幅の制限もあることから，フランス贈与法における贈与者の責任制限法理に関しては考
　察の対象外とする。贈与における贈与者の責任制限ついて整理するものとして，1．Najjar，　Rep．　civ．　Dalloz，
　V°donation，1991，　n°s　577　sがある。　Najjarは，下級審判例を引用しつつ引渡債務の不履行については1147
　条の適用があること，追奪および璃疵担保責任が原則免除され，悪意dol　ou　mauvaise　foiの場合には担保責
　任を負うと示すことを指摘するにとどめる。また，前掲注（4）も参照。
（7）C．C．1891条：「貸借物が使用者に損害を生じさせることがあるような欠陥を有するときで，貸主がその欠陥
　を知り，かつ，それを借主に知らせなかった場合には，貸主は，責任を負う」。条文の邦訳に関しては，法
　務大臣官房司法法制調査部『フランス民法典一物権・債権関係一』（法曹会，1982）に準ずる。なお，ボワ
　ソナードがその起草に深くかかわったいわゆる旧民法典においては，使用貸借および無利息消費貸借に
一182一
なるのは，①制限の根拠，②制限の対象となる損害の性質，③制限の対象となる損害賠償責任の性
質である。
一　判　例
1　制限の対象となる損害の性質について
　1891条による責任の制限は，どのような損害を対象とするのだろうか。たとえば瑠疵のために
貸借した機械が作動せず，予定どおりに仕事を完了できなかったなど履行利益に対する損害が問題
となるのか，あるいは目的物に暇疵があったため，借主がその身体や健康に重大な被害を負ったと
いった完全性利益の侵害場面も含まれるのか。条文からは単に「損害」ということしか読み取るこ
とができないが，判例によれば，1891条の責任制限はあらゆる損害に対して適用可能であるとし
ているようである。
①【破殿院民事部1897年2月22日判決】（8）
〔事案の概要〕
　Dunkerqueでビール製造業を営んでいるXの寡婦であるX夫人は，同じくDunkerqueでビー
ル製造業を営んでいるYに麦芽にするための大麦を一定の割合で引渡した。Yは仕事を終え，
1893年12月19日付の手紙でもって麦芽をX夫人に使用させた。夫人は，検査の後に請求総額を支
払い，そして商品をYの倉庫に置いておいた。その直後，1894年1月の22日から23日夜にかけて，
Yの工場と麦芽が保管されていた倉庫とが，偶然事によって被った火災によって崩壊してしまっ
た。X夫人は，　Yが支払わなければならない彼女の商品の価格の支払いのため，　Dunkerqueの民
事裁判所に召喚したが，同裁判所は，1894年5月11日の裁判によって訴えを退けた。
〔判　旨〕
　rX夫人による受領ののちに，　Yの倉庫における麦芽の寄託が，人証によって証明され得るかど
うかということについては検討する余地がなく，そしてXによる上訴においてとられた結論の結
果であり，原告はYが麦芽の受寄者になっていたと主張していなかった。…この取決めは，反対
にX夫人に対してYによって同意された，無償契約である使用貸借契約の性質を全く示してい
る。同契約は，貸主に対して，物の損害を及ぼし得るような椴疵のための責任を，貸主がこの暇疵
を知りながら借主に対して伝えていなかった場合のみ生じさせる。Yに対してはどのようなこの
　関して，C，C．1891条に倣ったと思われる規定が置かれていた（旧民法財産取得編182条1項：無利息消費貸
　借，204条2項：使用貸借）。それぞれ以下のとおりである。182条1項：「貸借物に，借主の了知せず貸主の
　了知した隠れたる堰疵があって，借主がこのために損害を受けたときでも，貸主は，無利息の貸借について
　はその損害の責任を負わない。ただし，貸主に詐欺又は加害の意思があったときは，この限りでない」。204
　条2項：「また，貸主は，貸付物の暇疵のために借主の受けた損害については，第182条第1項の規定を適用
　する」。
（8）D．1901，75．
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種のフォートも示されなかった。以上のことから，表明されたことに従うと，この場合において火
事によって焼失した麦芽は，Yが，この火災が偶然ごとあるいは不可抗力に帰されるべきである
ことを証明する責任を負うことなしに，所有者にとって滅失した。」。
②【破棄院第一民事部1960年10月26日判決】（9）
〔事案の概要〕
　1954年12月24日，Sant－Jeanの民間教育委員会の代理人として活動しているXは，請負人とし
て上映室におけるスピーカーの設置のために行動していた。舞台そでにあったはしごはXの顧客
が彼に使わせていたものであり，そしてXがその上に立っていたときに，はしごが割れ，崩壊し
てしまった。骨折と脱臼というけがを負ったXは，損害賠償の支払いを求めて顧客である団体を
訴えた。控訴院は，これを破棄し，以下のように述べて非難した。すなわち，請負人が《受けた事
故は》，《後者（上述の団体）の責任を，はしごの崩壊が…隠れた環疵に基づいているであろう場合
においてのみ生じさせえた》。そして，結論として，これを検討することは専門家の役割である。
X上訴。
〔判　旨〕
　請求棄却。「使用貸借契約は，貸主に対して，貸借目的物の損害を及ぼし得る暇疵のための責任
を，暇疵を知りながらこれを借主に伝えていなかったという場合にのみ生じさせる。判決は，はし
ごがC．C．1891条という規定によって支配される使用貸借の名で請負人に引き渡されていたこと考
慮して，《証明されたフォート》という文言によって，隠れた暇疵という場合，貸主が暇疵を発見
し，それにもかかわらずこれについて何もXに伝えていなかったということを証明するのは使用
貸借の借主であるXに属するということを表明している」。
　以上2つの判決では，それぞれ借主の財産と身体という完全性利益の侵害が問題となってい
る。判例では，こうした利益について特に区別することなく，使用貸借契約が成立していたかどう
か，そして1891条の要件が備わっているかどうかについて判断をし，それによって貸主に賠償義
務があるかないかを判断している。なお，1960年判決では，借主によって証明されるべき貸主の
暇疵に対する認識等が証明されていないとして請求が退けられている。
2　不法行為責任との関係について
　不法行為責任と1891条による責任制限との関係については，①借主に対する不法行為責任と②
第三者に対する不法行為責任とが問題となり得る。
（9）Bull．　civ．1，　no　463．
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（i）借主に対する不法行為責任との関係について
③【破殿院予審部1941年4月1日判決】（1°）
　本判決は，XがYより使用貸借した建物の環疵のため，　Xの妻が損害を受けたとしてXがYに
対して不法行為（C．C．1386条）に基づいて損害を賠償した事件である。本件において，　Yは建物
に環疵があることをXに告知していたようであるが，どのような暇疵についてどのような内容の
告知があったのかは明らかでない。
〔判　旨〕
　「上訴は，以下の点について判決を非難する。すなわち，モーテルの事故の結果としてXによっ
て申し立てられた，彼の妻が被った損害の賠償請求を退けた点である。そして不動産所有者の責任
は，使用貸借によって契約としての性質を有し，そしてC．C．1891条の規定によって規律されると
し，そしてこのとき，当該条文は，不法行為領域に並ぶにすぎず，そしてしたがって，不動産所有
者に帰されるところの責任の一般的規律を設定している1386条の規定の適用を排除することも妨
げることもできないと述べる。しかし，使用貸借契約は，貸主に対して，貸借物の損害を生じさせ
る蝦疵の責任を，貸主がそれを知りながら借主に告げなかった場合にのみ生じさせる。C．C．1891
条において述べられているこの規定は，C．C．1386条（11）において規定されている一般的な不法行為
責任の範囲を限定する効果を有する取決めに関しては，その責任に，不動産使用貸借に関しては，
まさに干渉的取決めの性質という理由で契約責任の性質を与えるという結果をもたらす。したがっ
て，実際には所有者であるYはXに対して，無償での利用について合意した建物の暇疵および事
故の原因である蝦疵を明確に知らせており，そして加えて，1891条の規定のみを所有者に適用し
ているRiom控訴院は，適用された条文を正当に適用した」。
（ii）第三者に対する不法行為責任との関係について
④【破殿院第二民事部1976年7月1日判決】⑫
　事案の概要は明らかではないが，あるコミューソが，学校の父兄会が主催する映画の野外上映会
のために柱を無償で貸借したが，この柱の内部が腐敗していたために倒れ，第三者に損害を与えた
という事案のようである。
〔判　旨〕
　「市は貸借物を保管していたのであって，老朽化の状態および内部の腐敗状態を知ることができ
また知らなければならなかった。したがって同市はその柱が引き起こした事故の損害という結果に
ついて責任を負い得る」㈹。
（1°）S．1941，112，
（11）C．C．1386条：「建物の倒壊が営繕の欠如の結果として，又は建築の理疵によって生じたときは，その所有者
　は，それによって生じる損害について責任を負う」。
⑫Gaz．　Pal．1976，2，238．
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　以上のように，不法行為責任に関しては借主に対する責任は使用貸借契約が認定される限りで
1891条によって排除され，第三者に対してはもっぱら不法行為責任のみが問題となるとされてい
るようである⑭。
二　学　説
　学説においては，1891条のように貸主の責任を制限する根拠が契約の無償性や貸主の非利己的
性質d6sint6ress6によることや，1891条によって制限されまた帰責される損害賠償責任の性質が
契約責任であることのほか，とくに言及は見られない。また，不法行為責任との関係については，
第三者に対しては不法行為責任（1382条・1384条）⑮が問題となるとしている⑯。
皿寄託d6P6t
　C．C．における寄託契約の規定は，1927条において一般的に受寄者に求められる注意の基準を定
め，1928条において，その注意よりも高度の注意が要求される場面が列挙されるという態様とな
っている（iD。すなわち，原則形態を無償とする寄託契約において，受寄者に原則として求められる
注意義務を法定し，続いて，契約が有償の場合，もっぱら受寄者にとってのみ利益になる場合，あ
⑬なお，J．－R．　Mirbeau－Gauvin，　Rep．　civ．　Dalloz，　V・pret，1997，　n・・92　s参照。
⑭借主に対する不法行為責任の追及を排除する判例として，そのほかたとえばCass．　Req．20　mai　1930，　D．
　1930，378がある。
⑮C。C．1382条：「他人に損害を生じさせる人の行為はいかなるものであってもすべて，過失によってそれをも
　たらした者に，それを賠償する義務を負わせる」。
　　C．C．1384条1項：「自己の行為によって生じさせる損害だけでなく，自己が責任を負うべき者の行為又は
　自己が保管する物から生じる損害についても，責任を負う」。2項：「ただし，いかなる名義であれ，火災が
　発生した不動産又は動産の全部又は一部を保有するものは，その火災がその者の過失又はその者が責任を負
　う者の過失に帰せられるべきことが証明される場合でなければ，それから生じる損害について，第三者に対
　して責任を負わない」。3項：「前項の規定は，所有者と賃借人との間の関係には適用されない。それは，引
　き続き民法典第1733条及び1734条によって規律される」。
⑯A．　S6riaux，　Contrats　civils，1「e　6d，　P．U．F．，2001，　n°79；P．　Malaurie，　L．　Ayn6s　et　P．－Y．　Gautier，　Cours　de　droit
　civil，　T．皿，　Les　contrats　sp6ciaux，14e　6d，2001，　n・917；P。－H．　Antonmattei，　J．　Raynard，　Droit　civi1，　Contrats
　sp6ciaux，6e　6d，　Litec，2008，　n°360；F．　Leclerc，　Droit　des　contrats　sp6ciaux，　LG．DJ．，2007，　n°s　604　s；D．
　Maniguy，　Contrats　sp6ciaux，7e　6d，　Dalloz，2010，　n・356；A．　B6nabent，　Dorit　civil，　Les　contrats　sp6ciaux，9e
　6d，　Montchrestien，2011，　n°s　649　s；P．　Malaurie，　L．　Aynes　et　P．－Y．　Gautier，　Les　contrats　sp6ciaux，5e　6d，
　Defrenois，2011，　n°918．なお，　Cornuは，使用貸借における貸主の制限について，賃貸人との相違を指摘し
　て以下のように述べる。すなわち，「この相違一賃貸借と使用貸借の間に流れる唯一の相違一は，使用貸主
　のために，その責任の軽減によって表現されることが公平である。使用貸主は友人として奉仕し，彼をその
　善意でもって助けるからである。使用貸主の側では，悪意一これはもはや友人でない一は，使用貸借法の外
　側に使用貸主が置かれるというように扱われる必要がある。一貫性という要素と補償という規則は，使用貸
　借内部の均衡と有償契約と本質的に無償である契約との間の調和を確立するという二重の効力を有する
　（1876条あるいはより正確には使用貸主の側での非利己性）」。そして，この法理の源がローマ法にあるとも
　指摘する。「ローマを法源とするこの規範は，我々の時代にまで，その唯一の効力を生き長らえさせている」。
　V．RTD．　civ．1981，650，0bs．　G．　Cornu．
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るいは特別な合意がある場合により高度の注意を要求するという構造となっている㈹。
一　判　例
　無償寄託契約における受寄者の注意義務・責任に関して扱われた判例は多くはないが，以下の2
つの判例が参考になる。
⑤【Lyon商事裁判所1920年8月13日判決】⑲
〔事案の概要〕
　Xは，法に基づく利息および訴訟費用に加え，生じた損害のために計400フランの支払いを求め，
Yを召喚させた。その請求の証拠として，Xは以下のように述べた。すなわち，1919年8月末，
彼の妻であるX夫人は，Yの代表者に，染め直しのために彼女の400フラソの価値があるコートを
渡した。Yは，すべてを一緒に染め直すために，夫人がコートの襟部分を送付するまでコートを
保管するということについて合意した。9月のはじめ，Yに対して指示が与えられた後で，夫人は
そのコートが押し入れにおいて蔑にされていて，そこでコートが衣魚によって虫食いの状態とな
り，そして使用することができなくなったことを確認した。Xは，　C．C．1927条および1933条e°）の
文言によれば，受寄者は寄託物の保管において彼自身の物の保管において用いるのと同一の注意を
用いなければならず，受寄者の行為による殿損のために責任を負うと主張した。Xは，　Yが彼に
対して，寄託物である衣類の価値を支払わなければならないと結論づけた。最後に補足的に，X
は，係争物であるコートの検査させるため，そして被った損害の総額を確定するために，鑑定を要
（］oC．C．1927条：「受寄者は，受寄物の保管において，その者に属する物の保管において払うのと同一の注意を
　払わなければならない」。
　　1928条：「前条の規定は，〔以下の場合には，〕より厳格に適用されなければならない。1受寄者が寄託を
　受領することを自ら申し出た場合，2受寄者が寄託〔物〕の保管について報酬を約定した場合，3もっぱら
　受寄者の利益のために寄託を行った場合，4受寄者がすべての種類の過失について責任を負う旨を明示的に
　示した場合」。C．C．における寄託契約は，原則として「本質的に無償の契約」であるとされる（1917条）。
　なお，旧民法財産取得編210条は以下のとおりである。210条：「受寄者は，受寄物の看守及び保存に付て
　は，自己の財産に加えるのと同一の注意を為すことを要する。しかし，受寄者が自ら求めて寄託を受け，又
　は単に自己の利益を目的とし要用に従い受寄物を使用する許諾を受けたときは，受寄者は善良なる管理人の
　注意をなす責任を負う。…」。
㈹なお，C．C．においては1137条において債務者の負う注意義務に関する原則規定が置かれている。1137条1
　項：「物の保存について注意する義務は，合意が当事者の一方のみの便益utilit6を目的とする場合であれ，
　共通の便益utilit6　communeを目的とする場合であれ，保存の任にあたる者を善良な家父長としてすべての
　注意を払う〔義務〕に服せしめる」。2項：「この義務は，一定の契約に関しては，拡大され，又は縮小され
　る。この点については，契約の効果は，それに関する章で説明される」。2項によれば，寄託契約に関する
　1927条および1928条，委任契約に関する1992条はこの原則を修正する規定であることになる。
㈹D．1921，2，76．
㈲C．C．1933条：「受寄者は，受寄物が返還の時にある状態においてのみそれを返還する義務を負う。受寄者の
　行為によって生じたのではない殿損は，寄託者の負担とする」。
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求した。
〔判　旨〕
　請求棄却。「実際，当事者らは，X夫人がYに対して染め直させるためにコートを渡したこ・とを
認めているという点では一致している。その襟を欠いていたコートは，襟がYに送付されるまで
一時的にXの下で寄託されたままでいなければならず，結局，コートはYのもとでの寄託中に虫
によって食われてしまった。C．C．1927条の文言によって，受寄者は，寄託物の保管において彼自
身に属する物の保管において用いるのと同一の注意を用いなければならないということが正しいの
であれば，受寄者は例外的かつ特別の注意に対して責任を負いえない。1927条によって規定され
る無償寄託と1928条によって規定される有償寄託とが区別されることは明確である。有償の受寄
者は，その責任が寄託に際して彼が受け取る報酬によって補正されるため，安全のために必要なあ
らゆる方策を講ずる義務を負う。これが唯一の場面というわけではない。寄託は全くの無償であっ
て，全く寄託者の便宜のためにのみ受け入れられた。この寄託が延長したのは，ただ，Xが必要
な指示をYに与えることを怠り，そしてXの側で保管されていたコートの一部を渡すことを怠っ
たということによる。いずれにせよ，Yに対してはいかなるフォートをも指摘されない。原因で
ある事実の結果，Yは同様に彼に預けられた目的物に生じた殿損の責任も負わされえない。した
がって，C．C．1933条に従いYが現状において返還をしたことは正当である。これらの理由から，
YはX夫人のコートに生じた偶然の殿損について責任を負わされえない」。
⑥【破穀院第一民事部1954年12月22日】tl’）
　事案の概要は明らかではないが，おおむね以下のとおりのようである。すなわち，Xは，1940
年4月22日，Chalons－sur－Marneの自動車工であるYに彼女の夫の自動車を修理の目的で預け
た。しかしその後，ドイツ軍の侵攻のため避難命令が出され，Yはやむなく，従業員とともに有
償で寄託していた他の顧客の自動車数台とともに避難した吻。そこでXが，自動車の返還を求めて
訴えを提起した。
〔判　旨〕
　請求棄却。「Marne県による1940年6月11日付の，　Chalons－sur－Marne町長に対して，来る6
月14日になったらド・イッ軍の侵攻の危機にある町全体の避難を行わせることを命ずる命令の実行
に基づいて，Yはその工場を放棄しなければならなかったと確認した。判決が，　Yは《その従業
員といくつかの車とともに》その居住地を離れたという理由において示しているように，Xは，
彼女の車は無償寄託の対象となっていて，《自動車工に対して，有償寄託の対象となっている車の
場合に問題となるのと同一の注意を要求することはできない》のに，この論拠を引き出すことがで
⑳D．1955，252，
⑳判決文に詳細はないものの，不可抗力による返還義務の不能とされていることから，Xの自動車は戦火によ
　って失われてしまったということのようである。
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きなかったことは明確である」。
　一方は下級審判決であるものの，どちらについても無償寄託と有償寄託との差異を強調し，無償
寄託の受寄者に対しては有償寄託の受寄者に求め得るような注意は求められ得ないとしている。
二　学　説
　学説ではまず，1927条によって要求される注意がどのように判断されるのかについて述べてい
る。そこでは，無償寄託の場合，注意の基準は具体的にin・concretoに判断され，抽象的にin　ab・
stracto判断されるのではないとされる㈱。すなわち，有償寄託の際には善良なる家父長という抽象
的基準に従った注意義務が課されるのに対して，無償寄託では，まさに受寄者が自己の物に対して
用いるのが常である注意という各受寄者の個性に従った基準によって注意義務の程度が定められる
とする。そして学説では，このようにして判断される注意義務とフォートの評価とを結び付けてい
る。フォートが重大なものであったとしても，それが受寄者自身の物に対して用いる注意において
は通常である場合は，注意義務の違反はないとされる。そして，このように有償寄託と無償寄託と
で注意義務およびフォートの評価を異ならせる理由としては，契約の有償・無償という債務者の受
ける利益の有無の差として説明されている㈱。
　さらに，無償受寄者と有償受寄者との差異は，それぞれが負う債務の性質にも及んでいるとされ
るes）。すなわち，1137条によれば，寄託契約での主たる債務である保管義務は手段債務であるとこ
ろ，1927条によって修正を受ける。そのため，無償受寄者の負う手段債務も修正を受けることと
なり，一般に「軽減された」あるいは「軽い」手段債務obligation　de　moyens　all696eを負ってい
るとされる。この手段債務は，Avanziniによれば以下のとおりである。すなわち，「それでは無償
受寄者は，寄託物の滅失あるいは殿損の責任を，どのような方法で負うのだろうか？受寄者は，も
しフォートが受寄者の事柄の管理において実現されるのであれば，たとえ重大なものであってもそ
のフォートに対して責任を負わない。受寄者が寄託の履行に対して，彼自身に属する事柄において
用いないような注意よりも少ない注意を用いたという場合にのみ，もちろん，その事柄次第である
という前提事項を伴うのではあるが，フォートがあるものと考えられよう。判例を検討すると，我
々にとって以下のことが示される。すなわち，受寄者は，彼自身の物に対する注意よりも高度な注
意を寄託物に用いる必要はないということである。これはずっと以前から原則を形成しており，そ
⑳S6riaux，　Op　cit．，　n・98；Malaurie，　Ayn6s　et　Gautier，　op．　cit，　n°891；Antonmattei，　Raynard，　op．　cit．，　n°523；
　Leclerc，　op．　cit．，　n°s　1041　s；Maniguy，　op．　cit．，　n°402；B6nabent，　oれcit．，　n・s　1044　s；Malaurie，　Aynes　et　Gauti－
　er，　op．　cit．，　n・・880　s．なお，　M．　Boitard，　Les　contrats　de　services　gratits，　Recueil　Sirey，1941，　pp．240　s；Noel
　Dejean　de　la　Batie，　Appr6ciation　in　abstracto　et　appr6ciation　in　concreto　en　droit　civil　francais，　Paris，1965，
　n°・81s；R．　Rodi6re　et　P．　Delebecque，　Rep．　civ．　Dalloz，　V°d6p6t，1994，　n°s　112　sも参照。
⑭1．Avanzini，　Les　obligations　du　d6positaire，　Litec，2006，　no　71．
㈲Avanzini，　op．　cit．，　n°s　73　s．
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してとくに，Toulouse上訴院の判決に関係している。これは，ある者が，友人のところにワイソ
ボトルを預けたという事例である。その友人は，ワイソボトルが盗まれたことで泥棒の被害にあっ
た。裁判官は，無償の受寄者はワイソボトルに対して彼自身に属する物に対するのと同一の注意を
用いており，そして受寄者が被害者となった窃盗は不可抗力，したがって無償受寄者のその責任を
免除するところのものを表していると評価した」。
　「寄託老の地位は幾分不利であり，寄託者は，『訴訟に勝つためには反論において，受寄者がその
通常の行動をとらなかったということを証明し』なければならないだろう。『受寄者にとって非常
に適切な観点である』！同じく，実際上，受寄者のフォートを証明することは，寄託者にとって証
明することが極めて困難であろう。したがって，その選択において慎重であるべきなのは寄託者で
あり，実際に受寄老がほとんど注意を用いないような者であっても，寄託物が存生じた場合，受寄
者が責任を負わないということもあり得るだろう。実際，その選択において拘束されない寄託者
が，『不十分に信用を置く』場合，『一定の方法で受寄者の注意を埋め合わせてしまうようなフォー
トを犯していることになる』。…『自己の事柄についてほとんど気を使わない友人に，あなたが寄
託を委ねたとしたら，あなたは，その過失に気づいたことについて嘆いてはならない』」。
】V委任mandat
　委任契約に関する規定である1992条2項では，受任者が責任を負うための一般的基準を定める
同条1項を受けたうえで㈲，委任が無償である場合の特別な取り扱いについて規定する。すなわ
ち，「ただし，過失に関する責任は，委任が無償である受任者に対しては，報酬を受け取る受任者
に対してよりも厳格でなく適用される」。1992条2項による無償受任者のための責任制限規定は，
寄託契約の場合と比べ特微的である。同契約では，寄託が無償であるかあるいは有償（あるいはそ
の他1928条の列挙する場合）であるかに応じて，受寄者が用いるべき注意義務の基準が「自己の
物に対するのと同一の注意」であるか「それよりも厳格な（善良なる家父長の）注意」であるかに
区別されていたが，1992条2項では，委任が無償の場合には過失の判断を緩やかにするという趣
旨の規定が置かれている。以下では，この規定が問題となった判例および学説を整理するeo。
㈲1992条1項：「受任者は，故意dolについてのみではなく，その事務処理においておかす過失についても責
　任を負う」。旧民法財産取得編239条には，契約の有償無償に応じて受任者の注意義務を区別づける規定が置
　かれていた。239条：「代理人は，委任事件を成就させることについては善良なる管理人の注意を果たす責任
　を負う。しかし，次の場合においては代理人の過失は比較的寛大にこれを査定する。第一　代理人が無償で
　代理をなすとき　第二　代理人が自ら求めて代理をなしたのではないとき　第三　委任者が代理人の不熟練
　を了知し又はこれを推量したとき　第四　代理人が管理のある行為について委任者にその予期しない利益を
　得させたとき」。
etC．C．における委任の場合，その目的は法律行為に限定されないようである。　C．C．1984条1項：「委任又は委
　任状（の交付）は，ある者が他の者に，委任者のために，かつ，委任者の名においてなんらかのことがらを
　行う権限を付与する行為である」。
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一　判　例
⑦【破殿院民事部1909年2月3日】㈲
〔事案の概要〕
　Xと久しく以前から友人関係にあったYが，Xのために3000フランの小切手を受け取り，それ
をXに引渡すという委任事務を引受けたが，Xへ小切手を渡す前に小切手について窃盗の被害に
あってしまった。
〔判　旨〕
　破殿院は，「…非難された判決は，以下のことに立脚していた。すなわち，Yは，久しく以前か
らXと友人関係にあったのであり，《全く無償の委任》を実行した。Yによって用いられた注意は，
《通常かつ十分であった》。そして，Yがこれと異なる注意を用いなければならないということ
は，当事老の意図においては存在せず，またXの予期するところのものでもなかった」として，
無償受任者であるYの責任を否定した。
⑧【破殿院第一民事部1975年2月5日】eg｝
〔事案の概要〕
　Xの口座に8万フランを振り込む義務を負っていたYは，1966年9月30日，その金銭を訴外A
に貸借した。Aは，1967年2月15日に裁判上の整理宣告を受ける状態にあることは明白であった。
Yは，Xから8万フランの支払いと委任の実行における過失ある不正行為に基づいて損害賠償を
請求された。
〔判　旨〕
　破棄院は以下のように述べてYの責任を肯定している。すなわち，「…控訴院は以下のように指
摘している。すなわち，《Xは，…Yが彼女に債務証書のコピーを渡したとき，単にその債務者の
同一性を認めたにすぎないこと》，Yは，　Aに対する《1966年9月30日の貸付の合意において最も
根本的な軽率さがあったとの証明を受けたこと》，《実際，Toulonに居住していたYは，…Aの不
明瞭な事情に関して同市で広まり始めていた，彼女が1967年2月15日に裁判上の整理を宣告され
るという噂を無視しえなかったこと，少なくとも1966年9月末には，Aが，催促されている借金
に対応するための金銭を得るためにあらゆる手段を求めていたことが明らかであること》，《これら
の諸事情のもと，…XがYに対して，その委任の無償性にもかかわらず管理会計を求めることは
もっともであること》である。したがって，控訴院は，無償受任者についても同様に，受任者の責
任を生じさせるフォートおよびXの情報の欠如を特徴づけ，そしてそれによって，Alphonsiの抗
㈱S．1909，1，328；D．1911，1，413．
㈲D．1975，410．
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弁に回答した」。
⑨【破殿院第一民事部1980年1月4日】㈲
〔事案の概要〕
　公証人書生であるYは，Xをそそのかし，　Yの友人である訴外Aに1万5000フランを年利13％
で貸し付けさせた。これは1971年から返済可能とされたが，Aは全くの支払い不能状態にあって，
Xは彼からいかなる支払いも受けることはできなかった。Yは，借主の支払い不能について確認
することなく，顧客をそそのかせて貸付をさせたことによって過失ある軽率な行動をしたとして責
任ありとされ，Xに対して損害賠償として1万5000フラソの支払いと，新民事訴訟法典700条に従
って3000フラソの支払いとを命じられた。
〔判　旨〕
　Yは，控訴院が無償の受任者であるYに対して，C．C．1992条2項の規定を無視して，相手方が
被った損害のすべてを回復する責任があるとしたこと，そして他方では，控訴院が，X自身にも
彼女自身の軽率さによってその損害を発生させてしまったという原因があることを確認したのち，
Xに対してすべての損害の回復を認めていることによって矛盾していることを理由に上訴を申し
立てたが，破殿院は上訴を退けている。すなわち，「…しかし，C．C．1992条2項の文言によれば，
フォートに関する責任は委任が無償である場合には，報酬が受け取られる場合よりも厳格でなく適
用されることになるが，この規定はフォートの評価にのみ関連し，そして賠償の範囲には関係しな
い。控訴院は，この点について何ら非難されるようなことなしに次のように評価している。すなわ
ち，Yはフォートを犯した」。
⑩【破殿院第一民事部2000年6月14日】tl’）
〔事案の概要〕
　Xは，1986年，BIAO銀行の《あっせん》で県知事であるYに対し，《有価証券の購入および売
却取引のすべてを》実行するということを認めつつ，証券ポートフォリオの無償管理を委任した。’
Xは，1989年にその証券価値の大きな下落を確認しており，Yに対して管理のフォートを非難
し，その損害の回復のために訴訟を提起した。
〔判　旨〕
　Xは，Versailles控訴院1998年5月7日判決について，　Yがその経営会議の一員であった
SICAVにのみ投資をしたことについてYが軽率な行為をしたかどうかを確認せず，この選択がそ
の他の説明では会社の利益への配慮，したがって注意と忠実の欠如の証明をすることとなり，控訴
院はその判決からC．C．1992条および1134条に関する法的基礎を奪ってしまっていることなどを理
⑳Bull．　civ．1，　n°11；D。1980，　IR，232．
㈱CCC．2000，　n°156，0bs．　L．　Levebeur．
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由に上訴したが，破殿院は以下のように述べて上訴を退ける。すなわち，「しかし，…次に，責任
は，委任が無償である場合にはより厳格でなく適用されると全く正当に述べる判決は，以下のこと
を指摘する。すなわち，証券取引の経過に関するXの認識水準にのみ立脚することなく，受任者
によって行われたほとんど適切でない選択は，その助言義務の違反を構成しない」。
　以上4つの判例を取り上げた。このうち，判例⑦，⑧そして⑩は無償受任者が責任を負うため
の基準について述べたものであり，残る⑨は1992条2項による責任制限の射程について述べてい
る。判例⑦，⑩は，結果としては委任者側に損害が生じているものの，委任の無償性を考慮して，
1992条2項の適用のうえ，受任者が用いた注意に問題はなかったことを判示している。判例⑧で
は，無償受任者と難も同事案のような事情の下では受任老は責任を免れ得ないとし，無償受任者が
責任を負うためのフォートを特徴づけたものとして紹介されている。判例⑨では，無償受任者が責
任を負うべき損害賠償の範囲について争いとなった事案であるが，破殿院は控訴院の判断を支持し，
1992条2項の規定はフォートの評価にのみ関連し，損害賠償の範囲には関連しないということを
明らかにしている。
二　学　説
　まず，1992条2項が無償の受任老についてフォートの評価を優遇している点について，多くの
学説は，委任の無償性そのものに根拠を求めている㈱。とくにPete1やMalaurie＝Ayn6s－Gautier
は，委任が無償か有償かという点よりも，むしろ「委任が有償＝受任者は専門家として行動してい
る」という点を重視し，委任が無償である場合には非専門家として受任者が行為していることに根
拠を求めているようである㈲。また，諸学説は判例に従い1992条2項の適用もフォートの評価に限
定され，損害賠償の範囲には関わらないとしている。なお，P6telは，1992条2項がフォート評価
にのみ関連することについて以下のように指摘する（3Q。すなわち，「実際，1992条は裁判官に対し
て受任者の非利己性を理由に賠償を制限することを可能にすることを認めているが，これは民事責
任の体系において相応しくない道徳的考慮を導入するものである。すなわち，このことは，民事責
任の一般原則の名のもとに，賠償が損害と釣り合ったものでなければならないのにもかかわらず，
賠償がフォートの重大さに比例していなければならないことを認めることになる」。「実際には，以
下のように考えることがこの原則により一致しているように我々には思われる。すなわち，受任者
は，裁判官が，その損害がまさに受任者のフォートに基づくものであると決定するとき，受任者に
㈱P．P6tel，　Les　obligations　du　mandataire，　Litec，1988，　n°s　157　s；S6riaux，　Op・cit．，　n°138；Malaurie，　Ayn6s　et
　Gautier，　op．　cit．，　n°567；Antonmattei，　Raynard，　op，　cit．，　n°484；Leclerc，　op．　cit．，　n°918；Maniguy，砂．　cit．，　n°
　572；B6nabent，　Op　cit．，　n°973；Malaurie，　Aynes　et　Gautier，　op．　cit．，　n°567．なお，　Boitard，　op．　cit．，　pp．240　s；
　Dejean，　op．　cit．，　n・・86　s；P．　L。　Tourneau，　Rep．　civ．　Dalloz，　V°mandat，2000，　n°s　290　sも参照。
㈱P6te1，0p．　cit．，　nQ　159；Malaurie，　Ayn6s　et　Gautier，　op．　cit．，　no　567．
㈱p6tel，　op．　cit．，　nO　157．
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－193一
よって引き起こされた損害の全部を賠償しなければならないということである。そのような段階に
あっては，委任が無償であったかそうでないかに従って区別を行うという理由は存在しないだろ
う。そのような区別づけは，より以前の段階において必要なものとなる。すなわち，受任者の行為
の評価においてである。実際に，無償の受任者の行動の評価が，有償の受任者およびとりわけ専門
家である受任者の行動の評価よりも厳格なものでないということは当然である」。
V　総括と私見
一　総　括
1　使用貸借について
　1891条については，第一に責任を制限する根拠，第二に1891条が制限の対象とする責任の性
質，そして第三に制限の対象となる損害賠償責任の性質が問題となる。
　判例では，①および②が制限の範囲について示唆的であり，③，④はフランス不法行為法
（1382条以下）との関係について論じられている。判例①ではXがYに預けた大麦の滅失が問題
となったが，破殿院はX－Y間の契約を寄託契約ではなく倉庫の使用貸借契約であると性質決定し
たうえで，Yについて鍛疵の認識およびその不告知に関するフォートの欠如から，　Yは大麦の滅
失に関して責任を免れるとされた。また，判例②では，無償で貸与されたはしごの蝦疵のために借
主が身体にけがを負ったという事案であったが，破殿院は貸主による暇疵の認識およびその不告知
に関する証明がないことから貸主の責任を否定している。
　不法行為責任との関係が問題となった判例③・④では，それぞれ貸主の借主に対する不法行為責
任と第三者に対する不法行為責任とが問題となっていた。判決③では，貸借した不動産の暇疵のた
めに損害が生じたという事例であるが，原告側が1891条は不法行為規定（1386条）を排除しえな
いと主張したのに対し，破殿院は1386条の不法行為責任は合意によって契約責任としての性質を
有し得るのであり，それによって1891条による責任制限の対象となり得ると述べた。当事者間の
取決めがない場合，1891条と1386条との競合問題がどのように解決されるのかは問題となるが，
破穀院としては1891条が優先するとしているようである。そして判例④では，貸借した柱の毅疵
のため，借主ではなく第三者に損害が生じたという事例であったが，このとき破殿院は，貸主は第
三者に対して不法行為責任を負い得るとする。
　学説では，判例法理を確認することのほか，とくに注目すべき議論の展開は見られないが，責任
制限の根拠に関して，契約の無償性＝債務老の非利己的性質に言及する見解が一般的である。
2　寄託について
　無償受寄者の注意義務について問題となった判例⑤・⑥は，どちらも寄託の目的物に殿損あるい
は滅失という損害が生じた事例となっている。これら2つの判決は，一方は商事裁判所，他方は
破殿院の判決であるが，どちらも無償寄託と有償寄託との差異に言及し，寄託が無償である場合に
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は有償の寄託における場合と同様の注意を要求することはできないと判示し，損害を受けた寄託者
の請求を退けている㈹。
　学説では，寄託が無償である場合と有償である場合とにおける注意義務の評価に一般に言及され
ている。すなわち，寄託が無償である場合には，受寄者の注意義務は具体的に評価され，各受寄者
個人の持つ注意が果たされていたかどうかが問題となるとされる。他方，寄託が有償の場合には注
意義務は抽象的に評価され，受寄者が善良なる家父長の注意義務を果たしていたかどうかが問題と
なるとされる。そして，このような差異については契約の無償性が根拠であるとされる。
　寄託契約にとって重要であることは，受寄者の負う手段債務が修正を受ける点が問題とされてい
ることである。受寄者の負う保管債務は一般に「手段債務」であるとされるが，1927条による注
意義務の修正の結果，無償の受寄者は「軽減された手段債務」を負うとされる岡。学説では，判例
を参照しつつ，無償の受寄者がかなりの優遇を受けることが示唆されている。無償受寄者に物を寄
託した老に対して，注意の足りない友人に物を託した自らの過失を責めるべきとするほどである。
3　委任について
　本稿で取り上げた判例では，委任が無償であることを考慮した1992条2項によって，無償受任
者の負う注意義務や責任を負うための基準を委任が有償の場合に比べて厳格に設定するものがある
一方で，判例⑧では，問題となった事案のような事情の下では無償の受任者と錐も責任を免れ得な
いとして，無償受任者が責任を負うためのフォートを特徴づけている（30。また，判例⑨では，1992
条2項による責任の制限がフォートの評価にのみ関連し，責任を負うべきとされた受任者が支払
うべき損害賠償の範囲までも限定するものではないとされている。
　学説では，1992条2項の評価に関しては判例に倣うものが多く，制限の根拠も契約の無償性に
求めている見解が多い。ただし，契約の無償性について，有償か無償かという判断よりも有償一専
門家と捉え，専門家か否かという点から1992条2項の根拠を求めようとする見解も見られる。
㈲なお，判決⑤では原告側に落ち度があったこと（指示の遅れ）も受寄者の責任を否定する一因であることが
　灰めかされているようである。
㈲手段債務とは，債務者の責任を追及するためには，債権者によって不履行の事実のみならず債務者のフォー
　トが証明される必要があるとされるものであるところ，軽減された手段債務とは，この場合に単なるフォー
　トの証明では足りず，無償受寄者が披たとらそ連常さある注意さえ果たさなかったというフォートの証明ま
　でも要求するもののようである。結果債務・手段債務概念に関しては，木村常信「結果債務と手段債務（一）
　・（二）」産大法学6巻4号・7巻3号（1973）1頁以下・23頁以下，織田博子「フラソスにおける手段債務
　・結果債務理論の意義と機能について」早稲田大学大学院法研論集20号（1979）55頁以下，伊藤浩「手段債
　務と結果債務」立教大学大学院法学研究2号（1981）1頁以下，吉田邦彦「債権の各種一『帰責事由』論の
　再検討一」星野英一編代『民法講座　別巻2』（有斐閣，1990）1頁以下など参照。
tlD事案では，貸付の相手が裁判上の整理を宣告されることが確定し，催告されている借金があるなどの事情の
　下で，委任者に振込むべき金銭をこのような相手に貸付けた受任者に責任ありとした。前掲判例⑧参照。
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二検討一日本法への示唆
1　制限の根拠について
　無償契約において責任の制限を主旨とする規定が置かれている根拠については，やはり契約の無
償性に言及されることが一般的である。しかしその内容は，債務者側の主観的事情である非利己性
d6sinteress6に言及するものもあれば，客観的な利益の有無に言及するものもある。なお，委任契
約に関しては有償＝専門家と捉え，無償である行為を実行する場合には非専門家として行為するた
め専門家ほどの高度な注意義務は期待できないということに言及する見解もある㈹。
　フランス以外にも，日本やドイッでも無償契約における責任制限を問題とするとき，その根拠を
契約の無償性に求めることが一般的であるようである。ただし，この文脈で述べられる無償性が，
客観的なものであるのか主観的なものであるのか，すなわち，対価の有無といった側面のみを意味
するのか，あるいは寛大にもある財産を無償で提供するという債務者の好意性を重視するのかは明
らかでない。対価の有無，債務者の好意・寛大さ，あるいはフランスに一部の学説で述べられてい
るように債権者が債務者に無償性ゆえ高度の注意を期待できないということのいずれも無償性とい
う概念の範疇に含まれているものと考えられる。こうした各側面のうち，何が最も重視されるべき
であるのかによって，責任制限の効果も変わってくるのではないだろうか。ただし，これについて
はさらなる検討が必要だろう㈲。
2　制限の対象となる損害の性質・責任について
　1891条が問題となる場合，フランス判例では1891条の文言に忠実に，一定の損害が生じた場合
その損害の性質に関わらず（履行利益かあるいは完全性利益かなど），1891条の要件を満たすか否
かによってすべての損害を責任の対象とするか否かという判断をしている。すなわち，目的物の綴
疵について善意である以上は一切の責任が生じず，反対に悪意（かつ借主に告知しない）であれば，
一切の責任が生ずるという判断様式である。
　日本では，目的物の鍛疵に関する責任について，贈与および使用貸借の規定においてこれを原則
として制限し，ただし債務者が知りながら告げない（悪意による黙秘）場合にはこの限りではない
とする（551条1項および596条）。フランス判例および学説と同じく，551条1項や596条におい
て原則として制限される責任に完全性利益侵害による損害も含め，債務者が暇疵について善意であ
るかぎりこれに対する責任を制限するとの考え方は，日本民法の立法者の考え方（とくに贈与者の
担保責任に関して）や一部の学説にみられる㈹。たしかに，贈与や使用貸借といった契約の無償性
㈲前掲注（33）参照。
㈲とくにフラソス法に関しては，制限の根拠についてより詳しく検討していくために，C．C．立法過程の議論や
　いわゆる注釈学派の見解を整理検討することが今後の課題として残されている。
㈹現行民法起草担当者（とくに梅謙次郎博士）は，贈与者が暇疵を知っていれば全く責任が生じ，そうでない
　以上完全性利益の侵害場面であっても不法行為責任も含め一切の責任が生じないと考えていたようである
　（法典調査会『民法議事速記録9』（法務図書館，1981）303－304頁参照）。また，たとえば来栖三郎博士（同
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に鑑みれば，目的物の理疵によって相手方に何らかの損害が生じたとしても，これを債務者に転嫁
することは酷であるとも考えられる。しかし，他方では完全性利益といった債権者にとって重大な
利益まで，無償性を根拠として債務者が善意であるかぎりこれを賠償させないとしてよいかはなお
検討が必要であると思われる。重要であるのは，債務者が善意であることをもって免れてよい責任
は何か，そして債務者が悪意であることをもって帰責されなければならない責任は何かである㈹。
　また，フラソス法においては，1891条と不法行為法との関係について，借主に対しては1891条
の適用が優先され，第三者に対しては不法行為責任のみが問題となるとされている。日本法におい
ても，目的物の隠れた暇疵から拡大損害が生じた場合，これをどの責任法理に服せしめるかが問題
となるところ，フラソス法のように専ら目的物の暇疵の問題と捉え1891条の問題とすることは一
つの解決方向性として選択し得るものの，上記のようにさらなる検討が必要である。この点につい
ては，問題となる規定で規律されている（担保）責任がいかなる性質を有しているのかが問題とさ
れなければならないであろう。
3　注意義務について
　1927条および1992条2項では，それぞれ無償受寄者・無償受任者に対する注意義務（フォート
の評価）の軽減が定められている。どちらに関しても，有償契約との対比において，契約が無償で
ある以上，契約を有償で行う者に対して期待し得るほどの注意を無償の債務者には要求できないと
する考え方が根底にあるようである。寄託契約に関して債務者の注意義務を軽減するという考え方
は，日独法においても見られる（659条，BGB690条）。しかし，委任契約において契約が無償であ
ることに鑑みて受任者の注意義務を軽減するとの考え方は，日独法には見られないフランス法にと
って特徴的な責任制限規定である。贈与，使用貸借，そして（無償）寄託において契約の無償性を
根拠として責任や注意義務を減免する以上，委任についてもこれが無償である場合には何らかの制
限措置を設けることは一貫してはいる。しかし，委任はその性質上，本人の事務（法律行為or事
実行為）をその本人に代わって行うことを本旨とするのであり，C．C．の規定するように委任が有
　『契約法』（有斐閣，1974）239－240頁）も立法者の見解に与し，511条1項などによって原則として制限さ
　れる責任は主に完全性利益侵害による損害であると説く。これについて詳しくは，拙稿・前掲注（1）211－
　212頁参照。
㈹なお，売買目的物の理疵に基づく拡大損害の賠償に関するフランス判例法理を検討するものとして，荻野奈
　緒「売買契約の目的物の環疵に起因する拡大損害」松川正毅＝金山直樹一横山美夏；森山浩江＝香川崇編
　『判例にみるフランス民法の軌跡』（法律文化社，2012）219頁以下がある。そこでは，悪意の売主は売買に
　よって生じた損害のみならず，堰疵ある物によって生じた損害も含む隠れた環疵のあらゆる損害結果を賠償
　しなければならないというフランス判例法理が確立されていることが紹介されている（破殿院第一民事部
　1983年7月3日判決。同223－224頁）。1891条の責任要件も悪意に関係するところ，「悪意の債務老は，鍛疵
　の結果生じた損害についてもすべて賠償する責任を負う」という一般法理が存在するのであれば，1891条や
　日本民法551条1項ただし書の帰責要件を満たす限り，贈与者や使用貸借貸主は，拡大損害についてもこれ
　らの規定を規範として責任を負い得ると仮定できよう。この点については，悪意の債務者の責任に関する検
　討が必要であるため，他日を期することとする。
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償であるか無償であるかによって直ちに責任（C．C．ではフォートの判断）を区別づけてよいかは
疑問が残らないではない㈹。
　ただし，このように，有償契約との対比で無償契約の債務者の注意義務（および責任）を判断す
るという枠組そのものは，日本法にとっても参考となると思われる。日本民法では，債務者の負う
注意義務の基準（自己の財産に対するのと同一の注意or善良なる管理者の注意）と債務者が責任
を負うための基準である帰責事由との関連が明らかでない㈹。そこで，無償受寄者の注意義務や責
任判断について有償受寄者と相対的に考えるということも解決方向性の一つではあると考えられ
る㈹。
V［結びに代えて
　本稿では，無償契約の債務者のための責任制限規定について，フランス契約法における規定を取
り上げ，それに関わる判例法理および学説の整理検討を試みた。無償契約の債務者に対して，その
責任や義務について制限するという措置を採用している点では日本法やドイツ法と共通するもの
の，判例および学説ではドイツ法とは異なった法理が展開されているように思える。
　本稿では扱わなかったが，フランス契約法における無償契約の債務者のための責任制限法理をさ
らに探求していくためには，C℃．立法過程の議論やいわゆる注釈学派の見解も参照していく必要
がある。また，賃貸借における担保責任と使用貸借における担保責任との比較，寄託や委任など，
原則形態を無償としながらも有償形態も認められている契約類型において，契約が有償であるか無
償であるかに応じて裁判上具体的にどのように義務や責任の差異が生ずるのかという特に有償契約
との対比も今後の課題であろう。
　以上，今後の課題を確認しつつ，ひとまず小稿を閉じることとしたい。
㈹日本でも無償委任における受任者の注意義務を制限すべきとする見解が見受けられる。たとえば，我妻栄
　『債権各論　中巻二』（右斐閣，1962）659－660頁，671－673頁（C．C．1992条2項を指摘），鈴木禄弥『債権法
　講義　四訂版』（創文社，2001〔初出1980〕）668頁。平野裕之教授はこれを通説とする（同『契約法　第3
　版』（信山社，2008〔初出1996〕）611－612頁参照）。山本敬三『民法講義IV．1契約』（有斐閣，2005）717－
　718頁も参照。ただし，こうした見解においても，委任が有償であるか無償であるかに応じて受任者の注意
　義務を区別づけるのではなく，無償委任の中には，受任者の注意義務が軽減されてよい契約もあるという見
　解が主である。
㈹BGBには債務者の負う注意義務の程度と債務者が責任を負うための基準との関連を示す規定が置かれてい
　る。BGB276条2項および277条参照。他方，　C．C．においては，1137条で物の保管義務を負う者に善良なる
　家父長の注意を要求しているが，これと責任基準との関連を示すような規定は置かれていないようである。
　1137条については前掲注（15）参照。なお，民法659条における自己の財産におけるのと同一の注意に関し
　て，ローマ法，ドイツ法，そしてフラソス法を通じた検討をする先行研究として，西村重雄「『自己固有の
　注意』論の系譜一民法659条等のローマ法的沿革一」西村重雄＝児玉寛編『日本民法典と西欧法伝統』（九州
　大学出版，2000）527頁以下があり，非常に参考となる。
＠無償寄託の場合に問題となるとされる「軽減された手段債務」についてであるが，日本においては結果債務
　・手段債務という概念の有用性そのものを疑問視する見解も有力であるため，ここでは差当り紹介するにと
　どめたい。
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